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土壌汚染の除去等の措置の適用可能性試験に関する調査・検討部会（第 2期）1
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1. 背景及び目的 

土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（以下、ガイドラインという）等では、浄化等

処理方法の適用性や試験による効果の確認が求められているものの、具体的な手順や方法は示されていない 1) ,2)。

そこで（一社）土壌環境センターでは 2022年度より土壌汚染の除去等の措置の適用可能性試験に関する調査・
検討部会（以下、適用性試験部会という）を設置し、適用可能性試験の標準的な方法や手順等を提案すること

を目的に、第 28回及び第 29回地下水・土壌汚染とその防止対策に関する研究集会で成果を報告している。こ
れまでの報告では，重金属のオンサイト浄化や塩素化エチレン類の原位置生物処理に関する室内試験フロー例

を検討した。適用性試験部会は、第 2期として 2024年度も活動を継続し、対象を他の措置技術に拡大して試験
方法や手順の検討を進めている。本稿では、第三種特定有害物質が浄化可能な措置技術である原位置加熱脱着

処理（以下、原位置加熱処理という）に着目した。原位置加熱処理は、ガイドラインにも最新技術として記載

されており、第一種特定有害物質、水銀、PCB及びこれらの複合汚染にも対応できる技術である 3)。今回、現

場土壌を用いた原位置加熱処理の適用可能性試験について検討を行い、その試験フローを現段階の案として例

示した。また今回検討を行った原位置加熱処理は、加熱により対象物質を脱着・分解して除去するものであり、

化学処理や生物処理を補助する用途で加温を適用するケースは対象としない。

なお、適用性試験部会では、本稿の他に原位置化学処理（還元分解）や透過性地下水浄化壁（吸着）に関す

る適用可能性試験の検討 4),5)結果についても報告しているので、本稿と合わせて参考にされたい。

2. 原位置加熱処理の技術概要 

原位置加熱処理は、土壌を加熱し対象物質を脱着・分解させる方法である。本技術の原理としては、土壌の

細孔部に存在する汚染物質に対し、加熱による地下水への溶出及び気化・揮発の促進や、ガス圧の上昇、水の

粘性低下、体積膨張、水蒸気輸送等による間隙水自体の移動性の向上等様々な要素が挙げられる 6)。さらに高

温で加熱した場合は、酸化・熱分解による対象物質の浄化が可能となる 7)。本章では近年、報告が比較的多い

2つの技術を例に挙げ紹介する。

2.1 熱伝導加熱法 8)

本技術は地中にヒーターを設置し、熱伝導により土壌を

加熱し、浄化範囲内の対象物質の揮発性や移動性を向上さ

せるものである。気化・揮発もしくは地下水に溶出した対

象物質は、吸引井戸により回収する。また加熱温度によっ

ては、対象物質の分解を目的にした場合もある。図-1に熱
伝導加熱法の概略図を示す。熱伝導加熱法は、砂質土だけ

でなく、透水性の低い粘性土層にも適応でき、汚染源に原

液が存在するような対象物質でも浄化可能である。対象物

質がVOCの場合では、加熱により対象範囲の温度を100℃
程度まで上昇させる。加熱された VOCは、地温の上昇に伴い、蒸気圧が上昇する。この現象により、透水性の
低い地層中であっても水蒸気と共に移動し、吸引井戸から回収される。また、300℃以上の高温を設定すること
も可能であり、沸点の高い水銀や PCB・多環芳香族炭化水素（PAHs）・ダイオキシン類にも対応できる 8),9),10)。
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図-1 熱伝導加熱法の概略図 8)に一部加筆
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2.2 電気抵抗加熱法 11),12)

電気抵抗加熱法は、地中に埋設した電極井戸間に電流を流すことにより対象土壌自体をジュール熱で加熱す

る方法である。このため、土壌の比抵抗値が低いシルトや粘土層を効率的に加温できる技術であり、土壌の細

孔部に存在する対象物質等の地下水への溶出や気化を促進することが可能である、。対象物質を含むガスや地

下水を土壌ガス吸引や揚水により地上で回収する場合の概略図を図-2に示す。加温により地下水へ溶出した対
象物質の回収に揚水井戸を用いる場合、透水性の低い粘性土層が対象になる等溶出した対象物質を含む地下水

の回収が難しいと想定される時は、現地試験や実績、シミュレーション等を行い、対象土壌より特定有害物質

が除去できることを確認しておくことが重要である。一方、電気抵抗加熱法は、土壌温度のコントロールが容

易なため、生物分解や化学分解等を併用した原位置浄化が可能であり、透水性の低い土壌が対象となる場合に

も有効である 6),11)。なお、土壌の比抵抗値が極端に高い場合には、十分な電気が流れず土壌が昇温しないこと

があるため、適切な電源装置を用いる必要がある。

3. 原位置加熱処理の適用事例 

原位置加熱処理の適用性試験方法を検討するにあたり、実際のサイトで原位置加熱処理が適用された熱伝導

加熱法及び電気抵抗加熱法の処理対象物質及び加熱温度の調査を行なった。表-1に原位置加熱処理を実施した
サイトの例を示す。

表-1 原位置加熱処理を実施したサイトの例 

加熱

方法
対象物質 加熱温度 概要

熱伝導

加熱法

VOC・ベンゼン 100℃
不法投棄現場：汚染土壌中に熱伝導加熱ヒーターと吸引井戸を設置し、100℃に加熱した。

加熱により対象物質を土壌より脱着・回収し目標値（第二溶出量基準）を達成した 13)。

（サイト概要 深度 GL-10.3 m、土質：砂、砂礫、廃棄物含有粘土）

VOC・PCB 

・ダイオキシン類等
325℃

ガス製造・貯蔵施設跡地：汚染土壌中に熱伝導加熱ヒーターと吸引井戸を設置し、段階的

に 325℃まで加熱した。加熱により土壌より対象物質を脱着・回収し、一部は分解すること

で浄化した 9)。（サイト概要 深度 GL-5.5 m、土質：砂、礫、燃え殻等）

水銀 167～450℃
化学工場跡地：室内試験にて 450℃で汚染土壌を加熱し、対象物質を脱着・回収し 97%低減

した。また、原位置にて汚染土壌中に熱伝導加熱ヒーターと吸引井戸を設置し、167 ℃ま

で加熱し土壌より対象物質を脱着・回収し 67%低減した 10)。（サイト概要 未記載）

電気抵抗

加熱法

VOC 60℃
原位置加熱処理の実証実験：地上部に電源装置と、汚染土壌中に電極井戸を設置し、60～

65℃に加熱した。観測井より採取した地下水中の対象物質の濃度より、分配係数や拡散係

数を用いる解析方法について検討した 14)。（サイト概要 深度 GL-7.0 m、土質：粘土）

ベンゼン・油等 100℃
稼働中のガソリンスタンド：電気抵抗加熱ヒーターと吸引井戸を設置し、100℃まで加熱し

た。加熱により土壌中の汚染物質を脱着・回収し浄化した 15)。

（サイト概要 深度 GL-15.85 m、土質：砂質シルト、砂利等）

4. 適用可能性試験の検討対象物質 

適用可能性試験の対象物質は、土壌汚染対策法の対象物質である第一種特定有害物質、水銀、PCB とした。

図-2 電気抵抗加熱法の概略図 11)
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5．適用可能性試験の目的 

原位置加熱処理では、その特性上、各現場土壌における処理可能な加熱温度の把握が重要となる。本稿で述

べる適用可能性試験の目的は、加熱温度による処理後土壌の浄化目標達成の確認である。

6. 適用可能性試験フロー例 

原位置加熱処理の適用可能性試験の試験フロー例を図-3に示す。試験フローの作成に際しては、適用性試験
部会会員企業の経験や事例、文献調査等をもとに検討した。試験フローは 6つの段階からなる。以下、各段階
の内容について述べる。なお、本試験フローは標準的なものではなく、具体的な試験方法の一例を提示したも

のであることに留意されたい。

6.1 試験前の確認 

原位置加熱処理が適するサイトであるか、適用可能性試験の実

施は妥当かを判断するため、以下に示す項目について、調査もし

くは既存の資料等により現地条件の確認を行う 11)。

・基準不適合物質の種類、範囲及び深さ

・土壌溶出量（VOC、水銀、PCB）、土壌含有量（水銀）
・浄化目標

・土質区分、自然含水比、湿潤密度、透水係数 13)

・地下水位、流速、流向

・地中障害物（配管等）や埋設物（廃棄物を含む）の有無

・土壌の比抵抗値（電気抵抗加熱法の場合）

6.2 試料の採取 

ボーリングマシン等により対象深度の土壌を採取する。以下に確認項目を示す。

・試料の採取

浄化対象となる場所・深度から土壌を採取する。1～5 kg程度
が目安となる。例えば、温度 3ケース、時間 3ケースとし、土
壌量が各 200 gの場合、合計 1.8 kg程度必要となる。土壌量は
試験装置の規模等により調整する。

・試料の保存

土壌試料は、対象物質が化学変化を起こさないように密封か

つ遮光できる容器へ隙間なく詰め、冷暗所で保管する。土壌採

取容器の例を写真-1に示す。

6.3 浄化対象の初期性状確認 

前項で採取した土壌試料における基準不適合の物質・項目を測定し、溶出量や含有量を確認する。なお、試

験の評価では、6.4.1に記述する試料の調整を行った土壌試料にて対象物質の溶出量または含有量を測定し、初
期値とする。

6.4 加熱試験 

6.4.1 試料の調整 

土壌試料中の石や礫等を除去し、写真-2 に示すホバートミキサー等で均一
化する。第一種特定有害物質等揮発性の物質が含まれている場合は、揮発し

ないようビニール袋に入れ、手で混合する等の方法で行う。均一化した後、土

壌試料の含水比を測定し、自然含水比を基に自然地盤と同等の水分量へ調整

する。対象物質の溶出量や含有量が事前の調査結果と異なる場合は、対象物

質を土壌に添加・再分析する場合もある。

写真-1 土壌採取容器の例 

6.2 試料の採取

6.4 加熱試験

6.3 浄化対象の初期性状確認

6.5 測定

図-3 原位置加熱処理の試験フロー例 

6.1 試験前の確認

6.6 試験結果の評価

写真-2 ホバートミキサー 
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6.4.2 加熱条件の設定

土壌試料中の対象物質の種類や濃度等により、試験条件の加熱温度、加熱時間を定める。加熱温度は、過去

の実績や対象物質の性状（蒸気圧や沸点等）を考慮し、設定する。設定温度は例えば、VOCを対象とした場合、
40℃～100℃である 6), 13)。また、水銀は 90～600℃10)、PCBは 325～600℃である 9), 16)。

加熱時間は、浄化目標に応じて調整する。例えば土壌溶出量基準を目標とした場合は、加熱時間を 3 日、7
日、14日として試験を行う事例等がある 6)。また、浄化目標を対象物質の減少傾向で確認する場合においては、

数時間の加熱試験で評価すること等がある。

6.4.3 加熱試験装置の準備 

加熱処理に必要な温度・時間を維持可能な能力の加熱機器を用意する。例えば、土壌試料を 100℃未満に加
熱する場合は、ウォーターバスや恒温炉等を使用する。また、100℃以上まで土壌試料を加熱する場合には、電
気炉やマッフル炉等を使用する。

土壌容器には、試験の規模や内容に応じた耐熱容

器を用意する。例えば、土壌試料の加熱温度が 100℃
以下の場合では耐熱ガラス製の容器を使用する 6)。ま

た、100℃を超える高温の加熱には、ステンレス製や
アルミナ製の容器を使用する。写真-3 にステンレス
容器及び電気炉の例を示す。

加熱試験時には対象物質を含んだ排気ガスが発生

するため、排気ガス処理装置を用意する。図-4に加
熱試験装置全体の模式図を示し、写真-4に排気ガス
処理装置に関する各器具の一例を示す。

6.4.4 加熱処理 

土壌試料を前記の耐熱容器に入れ（およそ 30～300 g程度）、加熱機器に設置する 6)。土壌試料の中心温度

が設定温度になるまで加熱する。所定時間が経過した後、加熱を止め自然冷却を行い、常温となったことを確

認した後に土壌試料を取り出す。加熱中は常時、温度を計測し記録する。加熱時もしくは加熱後に、排気ガス

として発生した対象物質が適切に排気ガス処理装置で処理されているか確認する。また、加熱処理は加熱温度

や加熱時間を変更した複数ケースを行う場合がある。

6.5 測定 

加熱処理後の土壌試料について対象物質の土壌溶出量（VOC、水銀、PCB）及び土壌含有量（水銀）を測定
する。測定は、環境省告示第 18 号「土壌溶出量調査に係る測定方法を定める件」もしくは、環境省告示第 19
号「土壌含有量調査に係る測定方法を定める件」に従って行う。

6.6 試験結果の評価 

試験結果から原位置加熱処理による適用可能性を評価する。適用可能性の判断基準は、設定温度における加

熱処理後の土壌試料の土壌溶出量及び土壌含有量が浄化目標を満足していることである。

写真-3 (a)ステンレス容器、(b)電気炉 

(a) (b) 

(a) (b) (c) 

図-4 加熱試験装置の模式図
写真-4 (a)凝集液捕集瓶、(b)ガストラップ）、

(c)活性炭フィルター 
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7. 原位置加熱処理の適用可能性試験の留意点及び補足説明 

原位置加熱処理の適用性可能性試験を実施するにあたり留意すべき事項と補足事項を以下に記す。 

7.1 試験前の確認（試験フロー例 6.1）についての留意・補足事項 

 原位置加熱処理技術の加熱方法によって利用できる加熱温度が異なる為、熱脱着・分解による処理が可能な

物質も異なる。電気抵抗加熱法では第一種特定有害物質に加え、油が処理可能である 15)。また、300℃以上で加
熱が可能な熱伝導加熱法ではそれらに加え、水銀、PCB、多環芳香族炭化水素（PAHs）、ダイオキシン類も処
理可能である 8),9),10)。

7.2 加熱試験（試験フロー例 6.4）についての留意・補足事項 

7.2.1 排気ガス処理について 

排気ガス処理装置で処理が可能なフィルター

及び活性炭を選定し、準備する。排気ガスの処理

状況は、VOCの場合は検知管や PID検出器を用
いて、水銀の場合は水銀蒸気検出器等を用いて

確認することもできる。PCB については、排気
ガスをサンプリングしておき、試験後に分析を

行い、処理が出来ているか確認することもでき

る。

7.2.2 加熱処理について 

一般に土壌の構成鉱物や有機物は、加熱によ

り変化を起こすことが知られている（表-2）17)。

このことから試験条件によっては土質（地盤）へ

の影響の可能性を排除できない場合も想定され

る。例えば、対象物質が PCB（及びダイオキシ
ン類）で、かつ対象土壌が泥炭等の有機質を豊富

に含む場合は、300℃を超える加熱温度（例えば、
325℃ 9)）により土質が影響を受ける可能性を排

除できないと考えられる。この場合は、表-3 に
記す土質試験等をあわせて行い、影響が小さい

ことを確認しておくことが望ましい。

7.3 測定（試験フロー例 6.5）についての留意・補足事項 

対象物質が土壌より除去されたことを確認する場合おいて、底質調査方法に則した含有量試験によって土壌

中の対象物質の全含有量を把握し、加熱処理前後の収支計算を行い、対象物質が適切に処理されたかを確認す

ることもできる 6)。

7.4 適用可能性試験以外の留意・補足事項

原位置加熱処理を措置技術として決定する際は、上記の適用可能性試験結果に加え、以下の項目も考慮して

総合的に判断することが望ましい。

・現場条件

原位置加熱処理の適用可能性試験は、同類の原位置加熱処理技術に共通で実施できるものである。し

かし、各原位置加熱処理技術における現場での達成温度や脱着時間は、現場状況や各加熱方法の設計（熱

源の配置や地下水の流れの有無等）により異なる。そのため別途、現場試験や熱解析シミュレーション

等で評価することが重要である 11)。

・コスト

原位置加熱処理の実施にかかる費用が、事業計画の範囲内に収まる見込みかどうかを検討しておく。

・工期

原位置加熱処理は、粘性土の汚染や高濃度汚染であっても浄化可能だが、確認されていない濃度や揮

発性物質の存在により工期が長くなる場合もある。

加熱温度 生じる変化

200～250℃ 有機物の分解が始まる

～300℃ 吸着水や層間水の脱水

500℃～ 鉱物の構造中にある OHの脱水

900℃～ 粘土鉱物の分解と再結晶

室内試験での

土質の物理試験

（必要に応じて）現地パイロ

ット試験での原位置試験

目的：土質の物理的性状を

加熱処理前後で比較し、変

化（影響）の程度（小さい

ことが前提）を確認する。

目的：工学的検討を行う際等

に、支持力や沈下量等を加熱処

理前後で比較し変化（影響）の

程度（小さいことが前提）を確

認する。

試験方法：土粒子の密度・

粒度分析・強熱減量等

試験方法：標準貫入試験・表層

の沈下量測定・層別沈下測定等

表-2 加熱によって生じる変化 17)

表-3 加熱の影響を確認する土質試験方法等
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このように実サイトでの措置を念頭に置き、前提条件や設計条件を整理して十分な事前検討をしておくこと

が望ましい。区域内措置優良化ガイドブックの「原位置浄化（加熱脱着）」で示されている「事前検討・措置

の実施のチェックリストの例」11)も参考にされたい。

8. まとめ

本稿では、原位置加熱処理のうち熱脱着・分解に対する適用可能性試験として、室内試験の試験フローをま

とめ、例示した。今後、汚染の除去等の処理方法の適用可能性を確認する方法検討に際して一助になればと考

える。今回提示した試験フローについて意見を聞き、議論したい。
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